






｢拝啓 お元気でお過ごしでしょうか｡ 先般〔2017年11月下旬〕は, 著
作権をテーマとする研修でご来訪いただき, ありがとうございました｡
(おかげさまで) 複写サービスについても, 今後, 柔軟な対応に向けて

















どもの図書館では, 同条３項にもとづいて, 視覚障害者等が (家族や近親
者, ボランティアなどによって, プライベートサービス等として) 誰かに
読んでもらう, あるいは (自分自身ないしは近親者が) スキャンしたもの
をソフトを用いて自分のパソコンで読み上げさせることを想定し, (特定
の)‘公表された著作物’の利用を求める視覚障害者等に対して当該図書
館資料 (著作物) の全体の複写, ハードコピーを提供してきました｡ この
とき, 図書館の複製 (複写) サービスを定めた著作権法31条１項１号に
｢公表された著作物の一部分 (…略…) の複製物を一人につき一部｣ と定
められた範囲を超えて, (37条の趣旨を踏まえて当該著作物の全部の複写
を) OKとしてきました｡ ふつうの図書でしたら, (当の視覚障害者等に
当該資料を) 借りていってもらえばよいのですが, 館内閲覧のみの資料も
ありますので, それらについてはコピーを提供することにしてきました｡





































る ｢複製｣ について, 拡大コピーで理解できない盲人もしくは強度の視覚


















〇〇公立図書館の窓口で, 視覚障害者の (利用者が行った) 住宅地
図の見開き２頁のうち半分を超えるコピーについて (図書館側がその
コピー (複写) サービスを) 断ってしまったため, 当該視覚障害者が
(視覚障害，高齢，病気，その他の障害など，様々な理由で通常の書
籍等での読書が困難な方々への読書支援や利用者のニーズに応える)
点字図書館の方に対して (著作権法) 37条 (３項) にもとづいて (住
宅地図帳見開きの半分を超えるコピーが) できるのではないかと苦情
が申し立てられるという事件がありました｡ その苦情について, わた
し (＝某県立図書館ベテラン司書) に問い合わせが来たので, これま
での県立図書館の運用を踏まえ, (著作権法) 37条 (３項) にもとづ
点字図書館から従来の県立図書館の運用を難ずるかのような意見表明に
対して, うえに確認したあなた (＝県立図書館ベテラン司書) の咄嗟の回
答の背景について, あなたは次のような解説をしています｡











(2009年に) 著作権法37条 (３項) の改正があったとき, 当県立図
書館では, 同条３項にもとづいて, 視覚障害者等が誰かに読んでもら
う, あるいは自分のパソコンにスキャンし (ソフトによって) 読み上
げさせるために図書館資料のコピー (サービス) をすることについて,
31条の ｢部分｣ という (図書館が通常コピーサービス提供可能な) 範
囲を超えて OKとしました｡
普通の図書でしたら借りていってもらえばよいのですが, 館内閲覧


















スは, 国内法的には障害者基本法 (昭和45年法律第84号) や障害を理由と
する差別の解消の推進に関する法律 (平成25年法律第65号, 略称は ｢障害
者差別解消法｣), および国際条約としては障害者権利条約 (平成26年条約
第１号),‘視覚障害者等による著作物の利用機会促進マラケシュ条約’













































ます｡ その閲覧に関して, 複製サービスの対象範囲を超えて, 健常者利用
者は書写, 模写をすることが事実上許されています (書写, 模写も複製で
複製権が及ぶとの法理解も研究者には珍しくなく (半田正夫先生のテキス
トには明記されています), 著作権法30条１項により適法と解釈すべきも
のです｡ 視覚障害者等には点訳, 音訳されたものが存在しなければ, 一般
利用者が全体を閲覧できるということに比較して, そこに‘社会的構造的


























ス水準 (事実上合理的配慮が微塵もないもの) に引き戻すことは, 行政法
上も看過しがたいものを含んでいます｡ というのは, 従来は異なる行政庁







の 『著作権法 第２版』 (有斐閣, 2014) には, 著作権法37条３項の書き
























Treaty to Facilitate Access to Published Works for Persons Who Are Blind,
Visually Impaired, or Otherwise Print Disabled, 略称：視覚障害者等によ
















いるに過ぎない｡ このような状態は (彼らにとって) まさに地球規模での







が文字を読めず, イラスト, 写真, 映画などのメディアが認識できないの
である｡ 顕著に減少傾向にある日本の人口は2017年12月の確定値で１億
2669万５千人6) であるが, 2013 (平成25) 年版の 『障害者白書』 によれば
31万人の (障害者手帳をもつ) 視覚障害者 (日本の人口の0.24％) がいる












それは, アクセス可能な複製 (accessible format) をつくり, 国境を越え
て共有することを一層容易にすることによって, 実現することを目的とし
ている｣9) のである｡ 具体的にいえば, マラケシュ条約は, 図書やその他











的骨格を確認しておこう｡ この条約の①受益者 (beneficiaries) は印刷物





籍や雑誌等のテキスト形式のもの (イラストや写真, 図画等を含む (in-











２項号に ｢権限を与えられた機関 (ここには公共図書館が含まれる) は
(…中略…) これらの目的を達成するためにあらゆる中間的な措置をとる
ことが認められる｣ と定められている｡ その意味するところは, 受益者
(＝視覚障害者等) のために特定の印刷物を点訳 (データ), 音訳 (データ),






寄せている｡ 国連開発計画 (UNDP), 世界盲人連合アジア太平洋地域支
部 (WBUAP) および図書館のための電子情報推進機構 (EIFL) が2017年
12月に公表した文書に次のようなくだりがある｡
｢図書館はこのマラケシュ条約が成功をおさめるかどうかのカギを握っ
ている｡ なぜなら, 世界中いたるところで, 図書館は盲人および視覚障害









は, 今年 (2018年) もまた, 第196回通常国会において, ５月18日, 著作
権法の一部を改正する法律が可決, 成立している (平成30年法律30号)｡
今回の著作権法改正には, ビッグデータを活用したサービス等における自




する権利制限規定の整備 (31条, 47条, 67条) のほか, うえに検討したマ
ラケシュ条約対応の障害者の情報アクセス機会の充実を図る権利制限規定
の整備 (37条) が行われた｡ 37条改正については, 従来は‘視覚障害者等’
を対象としていたものを‘肢体不自由等により (物理的に) 書籍を持てな
い者’などのために録音図書の作成等を許諾なく行えるようにしたもので



































































しない｡ 自由に複製利用でき, 点訳も含まれる｡ 市場で販売されている施
設・設備, 製品・サービスの利用法, 効用がビデオクリップなどの動画で









37条１項は, 従来, 文字や図表等を一字一字, ひとつひとつ, 点字タイ




なっている｡ ｢電子計算機を用いて点字を処理する方式｣ とは, このパソ
コン点訳のことである｡ ｢記録媒体｣ は,‘記憶媒体’と同義で, 光ディス
クや (USB) フラッシュ-メモリーなど, デジタル情報を記録・保存する


















ぶ) を公表しており, 関係実務において定着をみている｡ ３項の規定が定
める利益を享受できる ｢視覚障害者等｣ は, マラケシュ条約がいう ｢盲人,
視覚障害者その他の印刷物の判読に障害のある者｣ と同一の範囲の人びと
を指す｡ ｢視覚障害その他の障害により視覚による表現の認識が困難な者｣
を‘ガイドライン’を手掛かりとすれば, 具体的には ｢視覚障害, 聴覚障
害, 肢体障害, 精神障害, 知的障害, 内部障害, 発達障害, 学習障害, い
わゆる ｢寝たきり｣ の状態, 一過性の障害, 入院患者, その他施設・団体
が認めた障害｣ をもつ人たちを意味する (別表１)｡ そして, これら視覚
障害者等の福祉に関する事業を行う者については, 著作権法施行令２条１
項１号が イ 障害児入所施設, 児童発達支援センター, ロ 大学図書館等,
人間文化研究 第９号
― ―68
ハ 国立国会図書館, ニ 視聴覚障害者情報提供施設, ホ 公共図書館,





声にすること (録音図書) のほか, 必要な方式での複製, または公衆送信
ができる｡ 録音以外の ｢当該視覚障害者等が利用するために必要な方式｣
については,‘ガイドライン’には ｢音声デイジー, マルチメディアデイ
ジー, 大活字図書, テキストデータ, 触ってわかる絵本, リライト｣ があ

























児童生徒を発見したときには, カルテに ‘DAISY’ と書くそうである




ディスレクシア (‘難読症’とも訳される) には, 脳梗塞, 外傷, 腫瘍
など, 後天性 (獲得性) 疾病による読み書き能力の損傷も存在し, そのよ
うな場合にもやはり録音図書や DAISY が有効である｡
４. 点字の歴史と普及の現状
視覚障害者が情報, 知識にアクセスする際に使用する ｢点字は (音声を











在では, 世界中で用いられている｡ 日本では, ブライユの点字をローマ字
として活用, その素晴らしさを感じた東京盲唖学校 (現・筑波大学附属視
覚特別支援学校) 教員石川倉次 (1859－1944) が考案した子音と母音の組








ひるがえって, 国際連合の専門機関のひとつ, 世界保健機関 (World
Health Organization, WHO) は, 2017年10月, インターネット上に ｢盲目




存在を教えてくれる｡ そのうちの81％は50歳以上だとされる｡ そして, 生
活上の余裕と所得に乏しいことが視力を失う最大の理由と指摘している｡











＊ 以下の注に示した URLは, 2018年７月４日現在, リンク切れはない｡
1) ＜https://www.jla.or.jp/portals/0/html/20100218.html＞
2) ここで ｢点図｣ と言っているのは, ｢視覚障害者を対象として, 紙の上に
突起した点を並べて描いた絵や図のこと｡ 視覚障害者が絵や図を理解するた
めに用いる｡ 点字と共用されることも多い｡｣ というものである｡ ちなみに,
図書・雑誌などの印刷物は, 100％テキスト情報とはいえず, イラストブッ
クや芸術評論などでは挿絵や写真, 楽譜などが混載されている｡ 視覚障害者
に対しては, 音訳の際, 一定のやり方があるが, よほどの習熟が必要で, 一
般のボランティアなどには期待しがたい｡
3) ＜http: //www8.cao.go.jp / shougai /whitepaper /h29hakusho / zenbun / index-w.
html＞
4) このマラケシュ条約の翻訳は＜https: //www.mofa.go.jp /mofaj / files /









9) “The Marrakesh Treaty - Helping to end the global book famine” WIPO, 2016,
p. 3.
10) 文化庁長官官房国際課 ｢｢視覚障害者等の発行された著作物へのアクセス
を促進するためのマラケシュ条約｣ (仮称) の採択について｣ 文化庁月報,
人間文化研究 第９号
― ―72
2013年９月号 (No. 540). ＜http: //www.bunka.go.jp /pr /publish /bunkachou_
geppou/2013_09/series_08/series_08.html＞
11) The United Nations Development Programme (UNDP), the World Blind
Union - Asia Pacific (WBUAP), and the Electronic Information for Libraries
(EIFL), Asia-Pacific Issue Brief – The Marrakesh Treaty to facilitate access to pub-
lished works for persons with print disabilities for inclusive, equitable and sustain-






13) 韓星民 ｢視覚障害者用支援機器と文字情報へのアクセス｣ (立命館大学)




16) 石井加代子 ｢読み書きのみの学習困難 (ディスレキシア) への対応策｣
『科学技術動向』 2004年12月号, p. 13. ＜http://data.nistep.go.jp/dspace/
bitstream/11035/1557/1/NISTEP-STT045-13.pdf＞










On Desirable Disability Services in
Japanese Public Libraries
YAMAMOTO Jun-ichi
This paper deals with disability services, mainly for visually handicapped
people including dislexia in public libraries in Japan. Receiving a letter from a
well－experienced public librarian April 2018, the author had a chance to
consider this problem. The librarian questioned how to understand the legal
interpretation of Japanese Copyright Act sections 31 and 37. The answer is
that international agreements for handicapped people, for an example,
Marrakesh Treaty to Facilitate Access to Published Works for Persons Who
Are Blind, Visually Impaired, or Otherwise Print Disabled, are so important to
solve everyday tasks emerged on public library services for visually handi-
capped people. In addition, fundamental human rights written in Japanese
Constitution are of course have to be taken into account. Section 37 laid down
for them should overcome Section 31 for ordinary wholesome users. Japanese
society, including library world, unfairly tends to think highly of copyright
business profits.
